
４ 事業の方向性について 

１）依頼医療機関の院内調査委員会 

(ア) 地域評価委員会での評価に際して、依頼医療機関内の院内調査委員会の報告書は不

可欠であり、その標準化を行うために、依頼医療機関が作成する報告書に必要な記載

事項等を定める必要がある。（資料２７ 「院内調査委員会の報告書のひな形」参照）

また、院内調査委員会がより中立性の高い委員会となるよう依頼医療機関に働きかけ

る必要がある。中立性の高い院内調査委員会とするためには、外部委員を入れること

が必要なのではないか。ひとつの事例に複数の医療機関が関連しているときは、共同

してひとつの事例調査を行ってひとつの報告書を作成することとしてはどうか。 

(イ) 診療所など小規模の医療機関で、自己の医療機関内で十分な評価委員会を開催する

ことができない施設においては、どのような院内調査委員会を開催するのか検討する

必要がある。また、小規模の医療機関への具体的なサポート方法についても検討する

必要があり、医師会や学会の役割が重要なのではないか。 

(ウ) 医療機関自ら調査を十分に実施せず、モデル事業に全て任せてしまうようなことは

不適切であり、当該医療機関内で院内調査委員会が調査を十分に実施しているという

前提で、事故防止に自助努力を行っている医療機関を助けるようなモデル事業である

必要がある。臨床経過やデータの整理等は院内で行い、その結果を踏まえてモデル事

業としての評価を行うこととしてはどうか。 

(エ) モデル事業から提示された再発防止の提言を、依頼医療機関において実施されてい

るかどうか院内調査委員会で検証することが必要なのではないか。 

 

２）人員の確保について 

(ア) 評価委員としてモデル事業に協力するように、各学会から会員、特に評議員へより

積極的に働きかける必要がある。 

(イ) このモデル事業は、今後の制度化を検討する際に重要な事業であり、国からも各学

会に対して協力依頼を行う必要がある。 

(ウ) 現在は、各モデル地域内で評価委員を選ぶこととしているが、１県１医大の地域等

においては、モデル地域の近隣地域の医師等も地域評価委員会の委員に加えることを

例外的に認める。また、稀な疾患等の評価に際しては、専門家を他の地域から地域評

価委員会委員に招聘することを可とする。 

 

３）より少ない人員体制での試行 

(ア) 現行では、総合調整医・法医・病理・臨床立会医・臨床評価医・法律家など１０数

名からなる地域評価委員会を構成しているが、現行より少ない人員による地域評価委

員会の試行を検討していく。 
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